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「金及び金製品の輸出入管理弁法」の公布 

中国人民銀行と税関総署は、2015年 3月 4日付けで 2015年第 1号「金及び金製品の輸出入管理弁法」（以下「弁法」）を共同して公

布した。弁法は、金及び金製品の輸出入を規範化して輸出入管理を強化することを目的としている。弁法によると、法人あるいは他の

組織体が金及び金製品の輸出入業務を行う場合、中国人民銀行発行の「金・金製品輸出入許可証」を取得して税関の関連手続きを行

わなければならない。「金及び金製品の輸出入許可」を申請する場合（輸入される金が公益事業用に供される場合を除く）、法人格を備

えかつ直近 2年間に違法な行為、または規定違反の行為がないことが要件である。内容詳細は、下記リンク先を参照：
http://www.customs.gov.cn/publish/portal0/tab49659/info735766.htm 

2012 年版「税則解釈」の改定 

税関総署は、2015年 3月 11日付けで第 6号公告を公布し、「輸出入税則商品及び品目注釈」（以下「税則注釈」）を改定した。税則注

釈は商品分類の根拠法の 1つである。中国は、「商品の名称及び分類の統一システムに関する国際条約」（「HS条約」）の締結国であ

る。そのため、中国税関は世界税関機構（WCO）が編成した「HS条約」に基づき「税則注釈」を制定した。WCOは現在、2012年版

「HS条約の付属書」に対して一部を改定中である。中国税関は、WCOが発表した改定の内容に従い、2012年版「税則注釈」を改定し

たものである。 

シルクロード経済ベルトと東北地域における通関一体化改革 

税関総署は、2015年 3月 30日付けで第 9号公告を公布し、山東省、河南省、山西省、陝西省、甘粛省、寧夏省、青海省、新疆ウイ

グル自治区、チベット自治区（「シルクロード経済ベルト」）の区域の青島、済南、鄭州、太原、西安、蘭州、銀川、西寧、ウルムチ、ラサ

の税関 10箇所で通関一体化改革を開始する。また、同日に第 10号公告を公布し、遼寧省、吉林省、黒竜江省、内モンゴル自治区に

またがる大連、瀋陽、長春、ハルピン、フフホト、満州里など税関 6箇所も同じく一体化改革が組み込まれ運行する。 

広東省における通関一体化改革範囲の拡大 

税関総署は、2015年 4月 7日付けで第 11号公告を公布し、広東省の通関一体化改革の範囲を拡大し、2015年 5月 1日より福建

省、広西自治区、海南省の区域の福州、アモイ、南寧、海口など税関 4箇所でも地域通関一体化を組み込むことを決定した。 

規制の一部廃止と改定 

税関総署は、2015年 4月 7日付けで署令第 226号を公布し、1988年 4月 6日公布の「中華人民共和国税関加工貿易保税工場管

理弁法（税関総署「1988」署貨字第 343号）」および 1993年 1月 5日公布の税関総署令第 41号の 2014年 5月 5日に改定された

税関総署令第 218号「中華人民共和国税関における進料加工保税集団管理弁法」について、それぞれ廃止することを決定した。 

また、税関総署は 2015年 4月 28日付けで署令第 227号公布「中華人民共和国税関保税倉庫及びその保管貨物に関する規定」な

ど法令 6個を改定する。改定内容は、許認可プロセスで必要となる提出資料や登録資本金の要件に関するものであり、直接的には税

関実務ではない。 
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広東省、天津市、福建省の３箇所に新たに自由貿易試験区が正式稼働 

中国国務院は、2015年 4月 8日付けで「中国（広東）自由貿易試験区の全体計画（国発（2015）18号）」、「中国（天津）自由貿易試験

区の全体計画 （国発（2015）19号）」、「中国（福建）自由貿易試験区の全体計画（国発（2015）20号）」を発表した。これを受け、広東自

由貿易試験区、天津自由貿易試験区、福建自由貿易試験区は、4月 21日より正式稼働した。その対象となる範囲はそれぞれ、天津

自由貿易試験区は、天津港エリア、天津空港エリア及び浜海新区 CBDエリアに及び、広東自由貿易試験区は、広州南沙新区、深圳

前海蛇口、珠海横琴新区を、福建自由貿易試験区は、アモイ、福州及び平潭エリアである。 

３自由貿易試験区の機能と位置づけはそれぞれ、天津自由貿易試験区は、北京市、天津市、河北省の共同発展及び中国経済モデル

チェンジの規範区として位置づけられ、広東自由貿易試験区は、中国本土・香港・マカオの経済連携の緊密化が期待されている。また

福建自由貿易試験区は、21世紀海上シルクロードの拠点として、中国・台湾間の経済連携を強化する役割を担うことになる。また、３

自由貿易試験区の政策整備では、天津自由貿易試験区は、通関の利便性の向上を図るため、税関管理に新措置 18項目を先行導入

した。広東省の珠海横琴新区と深圳前海蛇口は、自由貿易試験区としての機能を始動させた。なお南沙は 6月より並行輸入車細則を

打ち出す予定である。福建省は、4月 28日に「中国（福建）自由貿易試験区平潭エリア実施案」を公布した。 

「公式価格に基づく輸入 貨物課税価格」の税関査定 

税関総署は、2015年 4月 26日付けで第 15号公告を公布し、公式価格決定された輸入貨物の課税価格査定を見直した。納税義務

者は、公式価格の輸入貨物契約書に基づき、貨物を初輸入する場合、その輸入地の税関、又は事業地管轄の税関に届出申請を行

う。税関は、申請書類の入手日の 5営業日以内に登録処理を終えなければならない。また、適格企業に対しては「公式価格契約に関

する税関届出表」を送達する。届出結果は、全国の税関で相互承認されるため重複して届出る必要がなくなる。当該公告は、税関総署

2006年第 11号公告の廃止に伴い、2015年 5月 1日施行である。 

地方税関政策の新展開 

北京税関は、2015年 4月 13日付けで第 7号公告を公布し、北京地域の税関特殊監督管理エリアおよび保税監督管理の区内企業

が行う保税展示取引に関して説明事項を公表した。詳細の内容は下記リンク先を参照ください。 

http://beijing.customs.gov.cn/publish/portal159/tab60556/info736230.htm 

また、青島税関は、2015年 4月 16日付けで第 1号公告を公布し、青島税関の水上輸送、航空輸送港湾経由の輸出入貨物に対し

て、現在の通関関係の書類の取り扱いについては、今後、電子化・ペーパーレス化へ移行させると決定した。詳細の内容は下記リンク

先を参照ください： 
http://qingdao.customs.gov.cn/publish/portal105/tab63119/info736890.htm 
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